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様式第３４号から様式第３６号までを次のように改める。

様式第３４号から様式第３６号まで 削除

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現に第２条の規定による改正前の児童福祉法施行細則様式第３４号及び様式第３５号の規定により提出されている書類は、

同条の規定による改正後の児童福祉法施行細則様式第３０号の５及び様式第３０号の６の規定により提出された書類とみなす。

�愛媛県規則第３６号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第９

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１０号から第１７号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職員

（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつては、

これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されているも

のとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

� 省略

� 総務部管理局総務管理課庁舎管理係長、施設管理改革グルー

プ担当係長（総務管理課長が指定した者に限る。）及び財産処

分係長

� 省略

� 省略

� 土木部河川港湾局港湾海岸課管理係長

�～� 省略

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 前項に規定する現金取扱員及び物品取扱員は当該事務を取り扱

う必要のある本庁各課及び地方機関（予算令達を受けない機関を

含む。）に置き、会計員は出納局

及び地方局の出納室に置く。

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第９

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１０号から第１７号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職員

（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつては、

これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されているも

のとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

� 省略

� 総務部管理局総務管理課庁舎管理係長、

財産処

分係長及び用品調達係長

� 総務部新行政推進局行政システム改革課長及び課長補佐

� 省略

� 省略

�～� 省略

（出納員以外の会計職員）

第５条 省略

２ 前項に規定する現金取扱員及び物品取扱員は当該事務を取り扱

う必要のある本庁各課及び地方機関（予算令達を受けない機関を

含む。）に置き、会計員は出納局、総務部新行政推進局行政シス

テム改革課及び地方局の出納室に置く。

３ 別に辞令を用いるもののほか、次表の左欄に掲げる職員は、こ

れらの者が職員に任命されていない場合にあつては、その職にあ

る間に限り、職員に任命されているものとして、その職にある間

同表右欄の職に充てる。

地方局の徴税吏員たる職員 現 金 取

扱員

地方局の徴税吏員たる職員 現 金 取

扱員一 地方局総務企画部総務県民課の総務係長、地方

局総務企画部支局総務県民室の総務県民防災グル

ープ担当係長（総務県民室長が指定した者に限る。）

及び東予地方局産業経済部産業振興課の企画調整

係長

二 中予地方局建設部管理課貿易港管理係の職員

三 保健所、四国中央土木事務所、今治土木事務

所、久万高原土木事務所、八幡浜土木事務所、大

洲土木事務所、西予土木事務所、愛南土木事務

一 地方局総務県民部総務調整課の調整管理係長及

び西条地方局産業経済部農政普及課の担当係長

二 松山地方局建設部管理課貿易港管理係の職員

三 保健所、四国中央土木事務所

、久万高原土木事務所 、大

洲土木事務所、西予土木事務所、愛南土木事務
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所、家畜保健衛生所（支所を含む。）及びダム管

理事務所（台ダム管理事務所を除く。）の庶務を

担当する係長（担当係長を含む。以下この欄にお

いて同じ。）並びに台ダム管理事務所の管理課長

四～六 省略

所、家畜保健衛生所 及びダム管

理事務所（台ダム管理事務所を除く。）の庶務を

担当する係長（担当係長を含む。以下この欄にお

いて同じ。）並びに台ダム管理事務所の管理課長

四～六 省略

一～三 省略 一～三 省略

出納局

及び地方局出納室の職員（出納員を除く。）

出納局、総務部新行政推進局行政システム改革課

及び地方局出納室の職員（出納員を除く。）

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 省略

� 総務部管理局総務管理課施設管理改革グループ担当係長（総

務管理課長が指定した者に限る。）に委任させる事務は、本庁

各課又は地方機関に属する会計事務のうち、総務管理課が受け

入れるふるさと寄附金の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 省略

� 土木部河川港湾局港湾海岸課管理係長に委任させる事務は、

本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、港湾海岸課が

実施する埋立地の売払いの契約に係る入札保証金の収納及び保

管に関すること。

�～� 省略

２ 出納員をして現金取扱員及び物品取扱員に委任させる事務は、

次のとおりとする。

� 省略

� 室長から第５条第３項の表の左欄に掲げる職員を充てる現金

取扱員のうち徴税吏員及び選挙管理委員会事務局の地方書記長

以外の現金取扱員に委任させる事務は、地方機関に所属する現

金取扱員にあつては当該現金取扱員の所属する地方機関の事務

に係る現金の収納、保管及び繰替払並びに歳入歳出外現金等の

受入れ及び保管並びに入札保証金（これに代えて提供される有

価証券を含む。）の払出し（開札後直ちに還付するものに限

る。）に関すること、予算令達を受けない機関に所属する現金

取扱員にあつては当該現金取扱員の所属する機関の公文書の写

しの交付に要する費用を負担させるために徴収する現金（家畜

保健衛生所の支所の現金取扱員にあつては、家畜保健衛生所手

数料を含む。）の収納及び保管に関すること。

�～� 省略

（納入の通知）

第１７条 省略

２ 歳入徴収者は、次に掲げる歳入については、前項の規定にかか

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 省略

� 省略

� 総務部管理局総務管理課用品調達係長に委任させる事務は、

本庁各課（警察本部を除く。）の会計事務のうち、愛媛県用品

調達規則（昭和４１年愛媛県規則第２２号）に基づく用品の集中

調達契約に係る入札保証金の収納及び保管に関すること。

� 総務部新行政推進局行政システム改革課長及び課長補佐に委

任させる事務は、本庁各課又は地方機関に属する会計事務のう

ち、旅費の支出の集中処理業務に係る支出負担行為の確認に関

すること。

� 省略

�～� 省略

２ 出納員をして現金取扱員及び物品取扱員に委任させる事務は、

次のとおりとする。

� 省略

� 室長から第５条第３項の表の左欄に掲げる職員を充てる現金

取扱員のうち徴税吏員及び選挙管理委員会事務局の地方書記長

以外の現金取扱員に委任させる事務は、地方機関に所属する現

金取扱員にあつては当該現金取扱員の所属する地方機関の事務

に係る現金の収納、保管及び繰替払並びに歳入歳出外現金等の

受入れ及び保管並びに入札保証金（これに代えて提供される有

価証券を含む。）の払出し（開札後直ちに還付するものに限

る。）に関すること、予算令達を受けない機関に所属する現金

取扱員にあつては当該現金取扱員の所属する機関の公文書の写

しの交付に要する費用を負担させるために徴収する現金

の収納及び保管に関すること。

�～� 省略

（納入の通知）

第１７条 省略

２ 歳入徴収者は、次に掲げる歳入については、前項の規定にかか
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わらず、納入義務者に口頭、掲示その他の方法によつて納入の通

知をすることができる。

�～� 省略

� 用品交付代価及び庁用自動車使用料で公金振替をするもの

（会計管理者等の現金収納）

第２２条 省略

２～４ 省略

５ 前項の規定にかかわらず、収入受託者は、別に定めるところに

より、同項の規定による領収済通知書の送付に代えて、当該領収

済通知書の記載事項のデータを、データ伝送の方法（電気通信設

備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第２号に規定

する電気通信設備をいう。）を用いてデータを伝送する方法をい

う。以下同じ。）により歳入徴収者に送付することができる。

（口座振替による納付）

第３０条 省略

２ 省略

３ 前項の規定にかかわらず、歳入徴収者は、別に定めるところに

より、同項の規定による納入通知書の送付に代えて、当該納入通

知書の記載事項のデータを、データ伝送の方法

により指定金融機関等に送付することができ

る。

４・５ 省略

（見積り）

第１４７条 契約担当者は、随意契約をするときは、２人以上の者から

見積書を徴さなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する契約にあつては、これを１人の者から徴することができ

る。

�～� 省略

� 愛媛県用品調達規則（昭和４１年愛媛県規則第２２号）に基づく

用品の集中調達契約で、見積書を徴する者をあらかじめ特定せ

ず、参加を希望する者（第１３１条の規定による一般競争入札の

参加者の資格を有する者に限る。）が自由に参加できる見積競

争により見積書を徴する方法を用いた結果、１人の者のほかに

見積書の提出がないものに係る契約

� 省略

２～４ 省略

（物品の管理換え等）

第１７４条 省略

２ 省略

３ 物品管理者は、前項の規定による物品の送付を受けたときは、

直ちに備品管理簿等又は消耗品受払簿等に記帳し、物品出納者の

確認を受けなければ

ならない。

４・５ 省略

（賠償責任）

第２３４条 法第２４３条の２第１項後段の規定により規則で指定する職

員は、次の各号に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定める

わらず、納入義務者に口頭、掲示その他の方法によつて納入の通

知をすることができる。

�～� 省略

（会計管理者等の現金収納）

第２２条 省略

２～４ 省略

（口座振替による納付）

第３０条 省略

２ 省略

３ 前項の規定にかかわらず、歳入徴収者は、別に定めるところに

より、同項の規定による納入通知書の送付に代えて、当該納入通

知書の記載事項のデータを、データ伝送の方法（電気通信設備

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第２号に規定す

る電気通信設備をいう。）を用いてデータを伝送する方法をい

う。以下同じ。）により指定金融機関等に送付することができ

る。

４・５ 省略

（見積り）

第１４７条 契約担当者は、随意契約をするときは、２人以上の者から

見積書を徴さなければならない。ただし、次の各号のいずれかに

該当する契約にあつては、これを１人の者から徴することができ

る。

�～� 省略

� 省略

２～４ 省略

（物品の管理換え等）

第１７４条 省略

２ 省略

３ 物品管理者は、前項の規定による物品の送付を受けたときは、

直ちに管理換物品受領書（様式第７８号）を２部作成し、１部は物

品出納者に、他の１部は管理換えをした物品管理者に送付しなけ

ればならない。

４・５ 省略

（賠償責任）

第２３４条 法第２４３条の２第１項後段の規定により規則で指定する職

員は、次の各号に掲げる行為についてそれぞれ当該各号に定める
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�愛媛県告示第５４１号
医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の６規定により、第４次

愛媛県地域保健医療計画（平成１４年４月愛媛県告示第７３５号）を変

更し、第５次愛媛県地域保健医療計画を次のとおり定めた。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のとおり」は、省略し、変更後の計画書を愛媛県保健福祉

部管理局医療対策課及び各保健所に備え置いて一般の縦覧に供す

る。）

�������
�愛媛県告示第５４２号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

瀬戸内海病院 今治市北宝来町二丁目４
番地９

医療法人生きる
会

平成２３年
３月２５日
まで

�������
�愛媛県告示第５４３号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

市立八幡浜総合
病院

八幡浜市大平１番耕地６３
８番地 八幡浜市

平成２３年
３月２７日
まで

ものとする。

� 省略

� 支出負担行為に関する確認 出納局の課長及び課長補佐

並びに地

方局出納室長補佐

�・� 省略

ものとする。

� 省略

� 支出負担行為に関する確認 出納局の課長及び課長補佐、総

務部新行政推進局行政システム改革課長及び課長補佐並びに地

方局出納室長補佐

�・� 省略

様式第２１号から様式第２２号まで、様式第２４号の２、様式第２５号、様式第２７号から様式第２８号の２まで及び様式第５７号の３の規定中「会計

課長」を「課長」に改める。

様式第７８号を次のように改める。

様式第７８号削除

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県会計規則様式第２８号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正して使用することが

できる。

�愛媛県告示第５４４号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５４５号
障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障害福祉サービス事業者を指定した。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８２０２００２８９ アキラ産業有限会社 今治市松本町５丁目２
番地３ 田 坂 力 共同生活援助

共同生活援助事業所
（グループホーム）い
ずみ

今治市菊間町浜１１４７‐
３

平成２０年
３月２４日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１３６０００８１ 株式会社フォースコー
ポレーション

喜多郡内子町内子７１６
番地 森 本 誠 居宅介護 訪問介護センターやす

らぎ
喜多郡内子町内子７１６
番地

平成２０年
４月１日

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３７３
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�愛媛県告示第５４６号
愛媛県民有林林道事業補助金交付規程（昭和３０年３月愛媛県告示第２２２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行し、平成２０年

度事業から適用する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３８１３６０００８１ 株式会社フォースコー
ポレーション

喜多郡内子町内子７１６
番地 森 本 誠 重度訪問介護 訪問介護センターやす

らぎ
喜多郡内子町内子７１６
番地

平成２０年
４月１日

改 正 後 改 正 前

（申請書等の提出）

第６条 前条に規定する補助金の内示を受けた事業主体は、次に掲

げる書類（第３条第１項の県単独林道整備事業のうち林内作業車

道の場合にあつては、第２号の書類を除く。）を、所轄の地方局

長 に提出しなければならない。

�～� 省略

２・３ 省略

（事業計画の変更）

第９条 補助金の交付を受ける事業主体が、設計書又は第６条に規

定する書類の記載事項に重要な変更を加えようとするときは、そ

の理由を明らかにし、所轄の地方局長の許可を受けなければなら

ない。

（概算払）

第１１条 地方局長は、特に必要があると認めたときは、補助金の全

部又は一部を概算払することがある。

２ 事業主体は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金

概算払請求書を所轄の地方局長 に提出しなければな

らない。

（事業の中止又は廃止）

第１６条 事業主体は、補助金交付申請書を提出した後で 、当該林

道に関する事業を中止（当該年度内における一時中止を除く。）

し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、中止（又は廃止）

承認申請書を所轄の地方局長 に提出し、その承認を

受けなければならない。

（事業の繰越し）

第１７条 事業主体は、天災その他避け難い理由により、林道に関す

る事業を翌年度に、繰越施行しようとするときは、当該年度の１

月３１日までに繰越承認申請書を所轄の地方局長 に提

出し、その承認を受けなければならない。

（補助金の返還等）

第１９条 森林組合又は森林組合連合会は、補助金の交付を受けた後

において、消費税及び地方消費税の申告により仕入れに係る消費

税等相当額が確定した場合には、その金額を仕入れに係る消費税

等相当額報告書により速やかに所轄の地方局長に報告するととも

に、所轄の地方局長の返還命令を受けて当該仕入れに係る消費税

等相当額（仕入れに係る消費税等相当額として既に減額した額が

ある場合にあつては、当該減額した額を上回る部分の金額）を返

還しなければならない。

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

（申請書等の提出）

第６条 前条に規定する補助金の内示を受けた事業主体は、次に掲

げる書類（第３条第１項の県単独林道整備事業のうち林内作業車

道の場合にあつては、第２号の書類を除く。）を、所轄の地方局

を経由して、知事に提出しなければならない。

�～� 省略

２・３ 省略

（事業計画の変更）

第９条 補助金の交付を受ける事業主体が、設計書又は第６条に規

定する書類の記載事項に重要な変更を加えようとするときは、そ

の理由を明らかにし、知事 の許可を受けなければなら

ない。

（概算払）

第１１条 知事 は、特に必要があると認めたときは、補助金の全

部又は一部を概算払することがある。

２ 事業主体は、補助金の概算払を受けようとするときは、補助金

概算払請求書を所轄の地方局を経由して知事に提出しなければな

らない。

（事業の中止又は廃止）

第１６条 事業主体は、補助金交付申請書を提出したあとで、当該林

道に関する事業を中止（当該年度内における一時中止を除く。）

し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、中止（又は廃止）

承認申請書を所轄の地方局を経由して知事に提出し、その承認を

受けなければならない。

（事業の繰越し）

第１７条 事業主体は、天災その他避け難い理由により、林道に関す

る事業を翌年度に、繰越施行しようとするときは、当該年度の１

月３１日までに繰越承認申請書を所轄の地方局を経由して知事に提

出し、その承認を受けなければならない。

（補助金の返還等）

第１９条 森林組合又は森林組合連合会は、補助金の交付を受けた後

において、消費税及び地方消費税の申告により仕入れに係る消費

税等相当額が確定した場合には、その金額を仕入れに係る消費税

等相当額報告書により速やかに知事 に報告するととも

に、知事 の返還命令を受けて当該仕入れに係る消費税

等相当額（仕入れに係る消費税等相当額として既に減額した額が

ある場合にあつては、当該減額した額を上回る部分の金額）を返

還しなければならない。

別表第１（第３条、別表第２関係）

１ 森林環境保全整備事業

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３７４



事業の種目 事業

の種

目の

内容

補助率 事業の種目 事業

の種

目の

内容

補助率

基

準

率 基

準

率

市町 市町

以外

市町 市町

以外

１ 育

成林

整備

事業

省略 １ 水

土保

全林

整備

事業

省略

２ 共

生環

境整

備事

業

省略 ２ 共

生林

整備

事業

省略

３ 資

源循

環林

整備

事業

� 森

林管

理道

整備

（開

設）

及び

森林

施業

道整

備（開

設）

ア

森

林

造

成

林

道

� 離島を除く

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域で行

うもの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の６

以内

� 離島である

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域で行

うもの

同 同 １０分

の６

以内

１０分

の

６．５

以内

� 離島を除く

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域以外

の地域で行う

もの

同 同 １０分

の

５．５

以内

１０分

の

５．５

以内

� 離島である

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域以外

の地域で行う

もの

同 同 同 １０分

の６

以内

イ

森

林

造

成

林

道

以

外

の

林

道

� 離島を除く

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域で行

うもの

同 同 同 １０分

の

５．５

以内

� 離島である

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域で行

うもの

同 同 同 １０分

の６

以内

� 離島を除く

過疎地域の市

町及び振興山

村の地域以外

同 同 １０分

の５

以内

１０分

の５

以内

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３７５
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�愛媛県告示第５４７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定に基づき、

国土交通省国土地理院長から次のとおり基本測量が終了した旨の通

知があった。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 基本測量（精密測地網高精度三次元測量）作業

２ 作業期間 平成１９年７月３日から

平成２０年２月５日まで

３ 作業地域 松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、

西条市、大洲市、伊予市、四国中央市、西予市、伊

予郡松前町、伊予郡砥部町、喜多郡内子町、西宇和

郡伊方町、南宇和郡愛南町

の地域で行う

もの

� 作業ポイント整備 用地

及び

取付

道路

同 １０分

の

３．５

以内

１０分

の

３．５

以内

� 接続路整備 接続

路

同 同 同

３ 省

略

４ 省

略

２～５ 省略 ２～５ 省略

様式第１号（その１）、様式第２号、様式第３号（その１）、様式第４号、様式第５号（その１）、様式第６号、様式第７号（その１）、

様式第８号から様式第１２号（その１）まで及び様式第１３号中「愛媛県知事」を「地方局長」に改める。

�愛媛県告示第５４８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 多喜浜泉川線
新居浜市坂井町二丁目甲３２１８番４から

同市坂井町二丁目甲３２１７番１まで

旧 １６．０～２３．７ ０．０３０

新 １６．０～１６．５ ０．０３０

〃 〃
新居浜市坂井町二丁目甲３２１７番１から

同市坂井町二丁目甲３２８４番１まで

旧 ６．６～８．３
１６．０～１７．０

０．１２７
０．０９８

新 １６．０～１７．０ ０．０９８

〃 国領高木線

新居浜市坂井町二丁目甲３３１２番４から
同市坂井町二丁目甲３５８２番３まで

及び
新居浜市坂井町二丁目甲３５８２番３から
同市坂井町二丁目甲３４９２番６まで

旧 ６．０～３０．２
１５．０～４４．６

０．４５５
０．６６４

新 ８．０～３０．２
１５．０～４４．６

０．１０６
０．４９１

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 新居浜角野線
新居浜市坂井町一丁目甲５４４５番２から

同市坂井町一丁目甲５４１６番２１まで
平成２０年４月１日

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３７６
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�愛媛県告示第５５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 多喜浜泉川線
新居浜市庄内町六丁目３３５番３地先から

同市坂井町二丁目甲３２８４番１まで
〃

〃 国領高木線
新居浜市坂井町二丁目甲３３１２番４から

同市坂井町二丁目甲３５８２番３まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 北条玉川線
松山市猿川甲７２５番１１から

同市猿川甲８５７番５まで

旧 ４．３～１３．８
１２．３～３０．３

０．６８６
０．６５８

新 １２．３～３０．３ ０．６５８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 辰巳伊予和気停車場線
松山市太山寺町乙２５４番５から

同町１４６５番９まで
平成２０年４月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 辰巳伊予和気停車場線
松山市太山寺町１５４５番４から

同町１５４３番８まで

旧 １４．８～１５．０ ０．０５２

新 １５．４～１５．８ ０．０５２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 伊予松山港線
伊予郡松前町大字北川原字西開８４６番１から

同字９０１番４地先まで

旧 ６．３～１１．１ ０．３５６

新 １４．０～１７．０ ０．３５６

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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�愛媛県告示第５５４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第５５７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 〃
伊予郡松前町大字北川原字原端９４４番４地先から

同字９５１番７地先まで

旧 ５．８～７．７ ０．１４３

新 １５．０ ０．１４３

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町三嶋１７５６番地先から

同町三嶋１６２８番地先まで
平成２０年４月１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７９号
喜多郡内子町大瀬東３１５２番から

同町大瀬東３１５０番地先まで
平成２０年４月１日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町小山６９９番３

旧 ６．６～７．０ ０．０４７

新 １２．０～１７．４ ０．０４７

〃 〃
南宇和郡愛南町小山７５２番２から

同町小山７６５番２まで

旧 ４．８～７．５ ０．１１０

新 ９．６～１１．０ ０．１１０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 一本松城辺線 南宇和郡愛南町小山６９９番３ 平成２０年４月１日
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訓 令

�������
�愛媛県告示第５５８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、松山広域都市計画下水道の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第５６０号
宅地建物取引業（昭和２７年法律第１７６号）第６５条第２項の規定に

基づき、平成２０年４月７日から平成２０年５月２１日まで次の者に係る

宅地建物取引業務の全部の停止を命じた。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

商号 代表者の氏名 主たる事務所
の所在地 免許証番号

有限会社富士開発 井 下 富士男 西条市神拝甲５１
１番地１０９

愛媛県知事�
第３９０９号

�愛媛県告示第５５９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県訓令第１４号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

労働委員会事務局

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年３月３１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県職員被服等貸与規程の一部を改正する訓令

愛媛県職員被服等貸与規程（昭和５４年愛媛県訓令第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

〃 〃
南宇和郡愛南町小山７５２番２から

同町小山７６５番２まで
平成２０年４月１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第６０号

平成２０年３月１７日
伊予郡松前町大字出作字山王３９番２

松山市南吉田町１４５５番地１

フォブール南吉田１０３号

神 野 慎 二 朗

改 正 後 改 正 前

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

別表第２（第２条、第５条関係）

作業服等の貸与基準

貸与対象者 品目 数

量

着

用

期

間

貸

与

期

間

備考 貸与対象者 品目 数

量

着

用

期

間

貸

与

期

間

備考

１ 作業員の業

務に従事する

職員

� 省略 １ 作業員の業

務に従事する

職員

� 省略

� 農業大

学校又は

農林水産

省略 � 農業大

学校、農

業 試 験

省略
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研 究 所

（林業研

究センタ

ー を 除

く。）

に

勤務する

もの

場、果樹

試験場、

花き総合

指導セン

ター、畜

産 試 験

場、養鶏

試験場、

水産試験

場、中予

水産試験

場又は魚

病指導セ

ンターに

勤務する

もの

� 農林水

産研究所

林業研究

センター

に勤務す

るもの

省略 � 林業技

術センタ

ー

に勤務す

るもの

省略

� 農林水

産研究所

林業研究

センター

又は水産

研究セン

ター

に勤務

するもの

省略 � 林業技

術センタ

ー、水産

試験場、

中予水産

試験場又

は魚病指

導センタ

ーに勤務

するもの

省略

� 子ども

療育セン

ター、産

業技術研

究所繊維

産業技術

センター

若しくは

紙産業技

術センタ

ー、農業

大学校又

は農林水

産研究所

企画環境

部、農業

研究部、

果樹研究

セ ン タ

ー、林業

省略 � 子ども

療育セン

ター、繊

維産業試

験場、紙

産業研究

セ ン タ

ー、農業

大学校、

農業試験

場、果樹

試験場、

花き総合

指導セン

ター、林

業技術セ

ンター、

水産試験

場開発室

若しくは

省略
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研究セン

ター、水

産研究セ

ンター環

境 資 源

室、養殖

推進室若

しくは魚

類検査室

若しくは

栽培資源

研究所浅

海調査室

に勤務す

るもの

増殖室、

中予水産

試験場企

画 開 発

室、増殖

室若しく

は東予分

場又は魚

病指導セ

ンター

に勤務す

るもの

� 農林水

産研究所

畜産研究

セ ン タ

ー、水産

研究セン

ター養殖

推進室若

しくは栽

培資源研

究所増殖

技術室に

勤務する

もの

省略 � 畜産試

験場、養

鶏 試 験

場、水産

試験場栽

培推進室

又は中予

水産試験

場栽培推

進室

に

勤務する

もの

省略

� 農林水

産研究所

水産研究

センター

に勤務す

るもの

省略 � 水産試

験場、中

予水産試

験場又は

魚病指導

センター

に勤務す

るもの

省略

� 農業大

学校又は

農林水産

研 究 所

（水産研

究センタ

ー を 除

く。）

に勤務

するもの

省略 � 農業大

学校、農

業 試 験

場、果樹

試験場、

畜産試験

場、養鶏

試験場又

は林業技

術センタ

ーに勤務

するもの

省略

� 農林水

産研究所

畜産研究

省略 � 畜産試

験場又は

養鶏試験

省略
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センター

に勤務す

るもの

場

に勤務す

るもの

� 農林水

産研究所

林業研究

センター

に勤務す

るもの

省略 � 林業技

術センタ

ー

に勤務す

るもの

省略

� 農林水

産研究所

（水産研

究センタ

ー を 除

く。）

に

勤務する

もの

省略 � 農業試

験場、果

樹 試 験

場、花き

総合指導

セ ン タ

ー、畜産

試験場、

養鶏試験

場又は林

業技術セ

ンターに

勤務する

もの

省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

４ 自動車運転

業務に従事す

る職員

� 総務管

理課、地

方局総務

県民課若

しくは支

局総務県

民室又は

保健所に

勤務する

もの

省略 ４ 自動車運転

業務に従事す

る職員

� 総務管

理課、地

方局総務

調整課

又は

保健所に

勤務する

もの

省略

� 省略 � 省略

� 農業大

学校又は

農林水産

研究所果

樹研究セ

ンターに

勤務する

もの

省略 � 農業大

学校又は

果樹試験

場

に

勤務する

もの

省略

� 省略 � 省略

� 農林水

産研究所

林業研究

センター

に勤務す

るもの

� 林業技

術センタ

ー

に勤務す

るもの

� 省略 � 省略
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５～１０ 省略 ５～１０ 省略

１１ 循環型社会推進課に勤務

する職員のうち、産業廃棄物

関係業務又は一般廃棄物関係

業務に従事するもの

省略 １１ 廃棄物対策課 に勤務

する職員のうち、産業廃棄物

関係業務又は一般廃棄物関係

業務に従事するもの

省略

１２・１３ 省略 １２・１３ 省略

１４ 保健所に勤

務する職員

�～� 省

略

１４ 保健所に勤

務する職員

�～� 省

略

� 狂犬病

予防対策

及び動物

愛護管理

業務に従

事するも

の

作業

服

２ 年

間

２

年

ゴム

長靴

１ 年

間

２

年

１５～２４ 省略 １５～２４ 省略

２５ 産業技術研究所（建設技

術センターを除く。）

に勤務する

職員のうち、試験研究業務

に従事するもの

省略 ２５ 工業技術センター、繊維産

業試験場、紙産業研究センタ

ー又は窯業試験場に勤務する

職員のうち、試験研究業務

に従事するもの

省略

安全

靴

１ 年

間

３

年

重量物

取扱業

務

に従

事する

ものに

限る。

安全

靴

１ 年

間

３

年

繊維産

業試験

場に勤

務する

職員の

うち、

織機業

務に従

事する

もの又

は紙産

業研究

センタ

ー若し

くは窯

業試験

場に勤

務する

職員の

うち、

試験業

務に従

事する

ものに

限る。

２６ 産業技術研究所建設技術

センターに勤務する職員の

うち、土木技術職員又は管

理業務に従事するもの

作業

服

２ 年

間

２

年

作業

服

（夏）

２ 夏

期

２

年

防寒

服

１ 冬

期

３

年

雨が

つぱ

１ 年

間

２

年
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ヘル

メッ

ト

１ 年

間

３

年

ゴム

長靴

１ 年

間

３

年

安全

靴

１ 年

間

３

年

作業

靴

１ 年

間

２

年

２７ 省略 ２６ 省略

２８ 本庁農政課又は地方局産

業振興課、地域農業室、産

地育成室、支局地域農業室

若しくは支局産地育成室に

勤務する職員のうち、地籍

調査業務、国有農地の境界

査定業務、農地転用現地調

査業務 、

経営構造対策事業等の現地

調査、指導若しくは検査の

業務、実地指導業務又は土

壌サンプリング調査業務に

従事するもの

省略 ２７ 本庁農政課又は地方局農

政普及課

に

勤務する職員のうち、地籍

調査業務、国有農地の境界

査定業務、農地転用現地調

査業務、中山間対策業務、

経営構造対策事業等の現地

調査、指導若しくは検査の

業務、実地指導業務又は土

壌サンプリング調査業務に

従事するもの

省略

２９ 省略 ２８ 省略

３０ 農林水産研究所企画環境

部又は農業研究部（花き研究

指導室を除く。）に勤務する

職員のうち、試験研究業

務、ほ場管理業務、土壌調

査業務、病害虫発生現地調

査業務又は実地指導業務に

従事するもの

省略 ２９ 農業試験場又は病害虫防

除所

に勤務する

職員のうち、試験研究業

務、ほ場管理業務、土壌調

査業務、病害虫発生現地調

査業務又は実地指導業務に

従事するもの

省略

安全

眼鏡

１ 年

間

２

年

安全

眼鏡

１ 年

間

２

年

農業試

験場に

勤務す

るもの

に限る。

３１ 省略 ３０ 省略

３２ 農産園芸課に勤務する職

員のうち、農産園芸に関す

る現地調査、指導若しくは

検査の業務又は中山間対策

業務に従事するもの

省略 ３１ 農産園芸課に勤務する職

員のうち、農産園芸に関す

る現地調査、指導又は

検査の業務

に従事するもの

省略

３３ 農林水産研究所農業研究

部花き研究指導室又は果樹

研究センターに勤務する職

員のうち、試験研究業務、

ほ場調査業務又はほ場管理

業務に従事するもの

省略 ３２ 果樹試験場又は花き総合指

導センター

に勤務する職員の

うち、試験研究業務、ほ場

調査業務又はほ場管理業務

に従事するもの

省略

じか

足袋

２ 年

間

２

年

果樹研

究セン

ターに

勤務す

るもの

に限る。

じか

足袋

２ 年

間

２

年

果樹試

験場

に

勤務す

るもの

に限る。

省略 省略

３４ 省略 ３３ 省略

３５ 家畜保健衛生所又は家畜病

性鑑定所に勤務する職員の

省略 ３４ 家畜保健衛生所又は家畜病

性鑑定室に勤務する職員の

省略

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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うち、家畜保健衛生業務に

従事するもの

うち、家畜保健衛生業務に

従事するもの

３６ 農林水産研究所畜産研究

センターに勤務する職員の

うち、試験研究業務、畜産

若しくは養鶏の管理の業務

又は場内管理の業務に従事

するもの

省略 ３５ 畜産試験場又は養鶏試験

場 に勤務する職員の

うち、試験研究業務、畜産

若しくは養鶏の管理の業務

又は場内管理の業務に従事

するもの

省略

３７ 林業政策課、森林整備課、

地方局森林林業課又は農林

水産研究所林業研究センタ

ーに勤務する職員のうち、

林業又は森林に関する現地

調査、指導、工事監督又は

工事検査の業務に従事する

もの

省略 ３６ 林業政策課、森林整備課、

地方局森林林業課又は林業

技術センター

に勤務する職員のうち、

林業又は森林に関する現地

調査、指導、工事監督又は

工事検査の業務に従事する

もの

省略

３８ 農林水産研究所林業研究

センターに勤務する職員の

うち、試験研究業務、実習

指導業務又は試験林若しく

はほ場の管理の業務に従事

するもの

省略 ３８ 林業技術センター

に勤務する職員の

うち、試験研究業務、実習

指導業務又は試験林若しく

はほ場の管理の業務に従事

するもの

省略

３９ 農林水産研究所林業研究

センターに勤務する職員の

うち、樹木管理業務に従事

するもの

省略 ３８ 林業技術センター

に勤務する職員の

うち、樹木管理業務に従事

するもの

省略

４０ 省略 ３９ 省略

４１ 省略 ４０ 省略

４２ 農林水産研究所水産研究

センター に勤

務する職員のうち、試験研

究業務、船舶乗組業務又は

水産動植物の管理業務に従

事するもの

省略 ４１ 水産試験場、中予水産試験

場又は魚病指導センターに勤

務する職員のうち、試験研

究業務、船舶乗組業務又は

水産動植物の管理業務に従

事するもの

省略

ゴム

長靴

１ 年

間

２

年

水産研

究セン

ター養

殖推進

室栽培

推進グ

ループ

及び水

産研究

センタ

ー栽培

資源研

究所増

殖技術

室栽培

推進グ

ループ

に勤務

する職

員を除

く。

ゴム

長靴

２

年

水産試

験場栽

培推進

室及び

中予水

産試験

場栽培

推進室

に勤

務する

職員を

除く。

ゴム １ 年 １ 水産研 ゴム １ 年 １ 水産試

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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公 告

�公 告

平成２０年度において県が発注する建設工事に係る競争入札又は随

意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に加わろうとする

者に必要な資格（以下「資格」という。）並びにその審査の申請

（以下「申請」という。）の時期及び方法等は、次のとおりである。

なお、既に平成２０年度の建設工事に係る資格を有する者について

は、この公告に基づく手続は、要しない。

平成２０年４月１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 工事種別

� 土木一式工事

� 建築一式工事

� 大工工事

� 左官工事

� とび・土工・コンクリート工事

� 石工事

� 屋根工事

� 電気工事

	 管工事


 タイル・れんが・ブロック工事

� 鋼構造物工事

� 鉄筋工事


 舗装工事

� しゅんせつ工事

長靴 間 年 究セン

ター養

殖推進

室栽培

推進グ

ループ

及び水

産研究

センタ

ー栽培

資源研

究所増

殖技術

室栽培

推進グ

ループ

に勤務

する職

員に限

る。

長靴 間 年 験場栽

培推進

室及び

中予水

産試験

場栽培

推進室

に勤務

する職

員に限

る。

省略 省略

４３ 省略 ４２ 省略

４４ 地方局建設部、土木事務

所又はダム管理事務所

に勤務する職員のう

ち、土木技術職員又は管理業

務に従事するもの

省略 ４３ 地方局建設部、土木事務

所、ダム管理事務所又は建設

研究所に勤務する職員のう

ち、土木技術職員又は管理業

務に従事するもの

省略

４５ 省略 ４４ 省略

４６ 省略 ４５ 省略

４７ 今治土木事務所 に勤務す

る職員のうち、機械の修理製

作業務に従事する職員であつ

て、波止浜水門を管理するも

の

省略 ４６ 今治地方局建設部に勤務す

る職員のうち、機械の修理製

作業務に従事する職員であつ

て、波止浜水門を管理するも

の

省略

附 則

この訓令は、平成２０年４月１日から施行する。

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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� 板金工事

� ガラス工事

� 塗装工事

� 防水工事

� 内装仕上工事

� 機械器具設置工事

� 熱絶縁工事

� 電気通信工事

	 造園工事


 さく井工事

� 建具工事

� 水道施設工事


 消防施設工事

� 清掃施設工事

２ 建設工事に係る競争入札等に加わることができない者

� 当該競争入札等に係る契約を締結する能力を有しない者及び

破産者で復権を得ない者

� 次のいずれかに該当すると認められる者で、その事実のあっ

た後２年を経過しないもの（その者を代理人、支配人その他の

使用人又は入札代理人として使用する者を含む。）

ア 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、

又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

イ 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた

者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得る

ために連合した者

ウ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行する

ことを妨げた者

エ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３４条の２第１項の

規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を

妨げた者

オ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

カ アからオまでのいずれかに該当する事実があった後２年を

経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の

使用人として使用した者

３ 資格

� 競争入札等に加わることができる者は、次のいずれかに該当

する者とする。

ア 愛媛県建設工事請負業者選定要領（昭和３９年７月愛媛県告

示第６０７号。以下「業者選定要領」という。）第２条の規定

による等級別格付け（以下「格付け」という。）をされた者

イ 愛媛県建設工事共同企業体事務取扱要綱（平成６年１１月愛

媛県告示第１２７５号。以下「共同企業体要綱」という。）第１２

条第２項において例によることとされる業者選定要領の規定

による格付けをされた経常建設共同企業体

ウ 共同企業体要綱第５条から第９条までに定める資格要件を

満たすものとして、共同企業体要綱第１１条第２項の通知を受

けた特定建設工事共同企業体（特定建設工事共同企業体が加

わることができる競争入札等の場合に限る。）

� �の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する者は、資格
を有しないものとする。

ア 営業に必要な許可、認可等を得ていない者

イ 資格審査を申請する日前２年間において、振り出した手形

又は小切手が不渡りとなり、銀行当座取引を停止されている

者

４ 申請の時期

新たに資格の審査を受けようとする者の申請は、執務時間中

（午前８時３０分から午後５時３０分まで）において、随時受け付け

る。ただし、特定建設工事共同企業体に係る申請は、共同企業体

要綱第１０条の規定による特定建設工事共同企業体による競争入札

の公告の日以後に受け付ける。

５ 申請書類の請求先、提出先及び提出方法

� 請求先

県のホームページのえひめの土木

（http：／／www．pref.ehime．jp／０７０doboku／０１０dobokukanri／００００

５７３７０４１１２４／index．htm）からダウンロードするか、又は別表の

提出先に請求する。

� 提出先及び提出方法

別表の提出先に持参して提出するものとする。

� �及び�の規定にかかわらず、特定建設工事共同企業体に係
る申請書類の請求先及び提出先は、共同企業体要綱第１０条の規

定による特定建設工事共同企業体による競争入札の公告に定め

るところによる。

６ 申請書類の作成に用いる言語及び通貨

� 申請書類の作成に用いる言語は、原則として、日本語とする

こと。

� 申請書類のうち、外国語で記載したものは、日本語の訳文を

付記し、又は添付すること。

� 申請書類の金額欄については、外国の通貨単位によらず、出

納官吏事務規程（昭和２２年大蔵省令第９５号）第１６条に規定する

外国貨幣換算率により日本国通貨に換算して記載すること。

７ 特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとする者の取扱い

� 特定調達契約（愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める規則（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定す

る特定調達契約をいう。以下同じ。）に係る競争入札等に加わ

ろうとする者は、申請書類を提出する際に、特定調達契約に係

る競争入札等参加表明書（様式第１号。以下「参加表明書」と

いう。）を提出すること。ただし、申請書類を提出した後にお

いて、特定調達契約に係る競争入札等に加わろうとするときは、

随時、参加表明書のみを提出すること。

� 参加表明書を提出した者には、資格の審査結果を特定調達契

約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書（様式第２号）に

より通知する。

８ 資格の効力

資格は、平成２０年度の建設工事に係る競争入札等について効力

を有する。ただし、特定建設工事共同企業体に係る資格は、当該

特定建設工事共同企業体を結成して加わろうとする競争入札等に

ついて効力を有する。

９ 平成２１年度及び平成２２年度の資格審査

平成２１年度及び平成２２年度の建設工事に係る競争入札等に加わ

ろうとする者の資格については、平成２０年１０月に公示を行う予定

であるので、当該公示に基づき申請書類を提出すること。

１０ 問い合わせ先

愛媛県土木部管理局土木管理課建設業係

〒７９０－８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号（０８９）９１２―２６４４

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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別表（５関係）

申 請 書 類 の 提 出 先 申 請 者 の 所 在 地

愛媛県土木部管理局土木管理課
〒７９０－８５７０
松山市一番町四丁目４番地２
電話番号 ０８９－９１２－２６４４

県外及び測量・建設コンサル
タント等

愛媛県東予地方局四国中央土木事務所用地管理課
〒７９９－０４０４
四国中央市三島宮川四丁目６番５３号
電話番号 ０８９６－２４－４４５５（内線２５５）

四国中央市

愛媛県東予地方局建設部管理課
〒７９３－００４２
西条市喜多川７９６番地１
電話番号 ０８９７－５６－１３００（内線４０７）

新居浜市及び西条市

愛媛県東予地方局今治土木事務所管理課
〒７９４－８５０２
今治市旭町一丁目４番地９
電話番号 ０８９８－２３－２５００（内線２６２）

今治市及び越智郡

愛媛県中予地方局建設部管理課
〒７９０－８５０２
松山市北持田町１３２番地
電話番号 ０８９－９４１－１１１１（内線４１７）

松山市、伊予市、東温市及び
伊予郡

愛媛県中予地方局久万高原土木事務所用地管理課
〒７９１－１２０１
上浮穴郡久万高原町久万５７１番地１
電話番号 ０８９２－２１－１２１０（内線４１５）

上浮穴郡

愛媛県南予地方局大洲土木事務所事業管理課
〒７９５－８５０４
大洲市田口甲４２５番地１
電話番号 ０８９３－２４－５１２１（内線３０４）

大洲市及び喜多郡

愛媛県南予地方局八幡浜土木事務所管理課
〒７９６－００４８
八幡浜市北浜一丁目３番３７号
電話番号 ０８９４－２２－４１１１（内線４０６）

八幡浜市及び西宇和郡

愛媛県南予地方局西予土木事務所事業管理課
〒７９７－００１５
西予市宇和町卯之町四丁目４４５番地
電話番号 ０８９４－６２－１３３１（内線２８３）

西予市

愛媛県南予地方局建設部管理課
〒７９８－８５１１
宇和島市天神町７番１号
電話番号 ０８９５－２２－５２１１（内線４０７）

宇和島市及び北宇和郡

愛媛県南予地方局愛南土木事務所用地管理課
〒７９８－４１９４
南宇和郡愛南町御荘平城３０４８
電話番号 ０８９５－７２－１１４５（内線２３３）

南宇和郡

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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様式第１号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加表明書

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３８９



様式第２号（７関係） 特定調達契約に係る競争入札等参加資格審査結果通知書

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号
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教育委員会規則

��������������

�愛媛県教育委員会規則第１３号
愛媛県県立学校学則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校学則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校学則（昭和３３年愛媛県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（授業料等）

第１５条 省略

（授業料未納者に対する処分）

第１５条の２ 校長は、納付期限から６箇月を経過しても授業料を納

付しない者に対して、出席の停止を命じることができる。

２ 校長は、前項の規定により出席の停止を命ぜられた日からさら

に３箇月を経過してもなお授業料を納付しない者に対して、退学

を命じることができる。

（褒賞及び懲戒）

第１６条 省略

（授業料等）

第１５条 省略

（褒賞及び懲戒）

第１６条 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県教育委員会規則第１４号
愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

愛媛県県立学校管理規則の一部を改正する規則

愛媛県県立学校管理規則（昭和３１年愛媛県教育委員会規則第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章 省略

第２章 省略

第１節～第１１節 省略

第１２節 学校評価（第４９条の４）

第３章・第４章 省略

（校長の職務）

第２０条 校長は、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３７条第４項の

規定に基づき、学校経営の責任者として次の事項を定めなければな

らない。

�～� 省略

２ 省略

第４９条の３ 省略

２・３ 省略

第１２節 学校評価

（学校評価）

目次

第１章 省略

第２章 省略

第１節～第１１節 省略

第３章・第４章 省略

（校長の職務）

第２０条 校長は、学校教育法第３７条第３項 の

規定に基づき、学校経営の責任者として次の事項を定めなければな

らない。

�～� 省略

２ 省略

第４９条の３ 省略

２・３ 省略
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人事委員会規則

第４９条の４ 校長は、学校の教育活動その他の学校運営の状況につい

て、自ら評価を行い、その結果を公表するものとする。

２ 校長は、前項の規定による評価の結果を踏まえた当該学校の生徒

の保護者その他の当該学校の関係者（当該学校の教職員を除く。）

による評価を行い、その結果を公表するものとする。

３ 校長は、前２項の規定による評価の結果を教育長に報告するもの

とする。

４ 前３項に定めるもののほか、学校運営の状況に係る評価に関し必

要な事項は、別に定める。

第５７条 第４条、第５条、第６条第１項及び第３項、第７条から第１０

条まで、第１１条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１９条から第

４１条まで並びに第４９条の２から第４９条の４までの規定は、特別支援

学校に、これを準用する。

２・３ 省略

第５７条 第４条、第５条、第６条第１項及び第３項、第７条から第１０

条まで、第１１条、第１３条、第１４条、第１６条、第１７条、第１９条から第

４１条まで、第４９条の２並びに第４９条の３ の規定は、特別支援

学校に、これを準用する。

２・３ 省略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則６─１７７
職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の採用及び昇任に関する規則の一部を改正する規則

職員の採用及び昇任に関する規則（愛媛県人事委員会規則６─５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（選考の実施）

第２２条 省略

２ 省略

３ 任命権者が選考を請求しようとする場合には、別表第９又は別

表第１０による選考請求書に当該被選考者の履歴書のほか、採用の

場合にあつては、次に定める書類を添付するものとする。

� 省略

� 調査書（別表第１２）

� 省略

� 省略

� 省略

� 採用しようとする職に必要な身体の状況について人事委員会

が確認できる書類

（選考の基準）

第２４条 選考の基準は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 別表第１３及び別表第１４の基準を満たすこと。ただし、行政職

群の３級以上の職、警部補、警部及び警視の階級に在級する者

に係る公安職群の職、研究職群の２級以上の職、医療職群�の

２級以上の職、医療職群�の４級以上の職並びに医療職群	の

４級以上の職に就けようとする場合にあつては、人事委員会が

これらの基準に準ずると認めれば足りる。

別表第４（第４条関係）

（選考の実施）

第２２条 省略

２ 省略

３ 任命権者が選考を請求しようとする場合には、別表第９又は別

表第１０による選考請求書に当該被選考者の履歴書のほか、採用の

場合にあつては、次に定める書類を添付するものとする。

� 省略

� 身体検査書（別表第１２）

� 調査書（別表第１３）

� 省略

� 省略

� 省略

（選考の基準）

第２４条 選考の基準は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 別表第１４及び別表第１５の基準を満たすこと。ただし、行政職

群の３級以上の職、警部補、警部及び警視の階級に在級する者

に係る公安職群の職、研究職群の２級以上の職、医療職群�の

２級以上の職、医療職群�の４級以上の職並びに医療職群	の

４級以上の職に就けようとする場合にあつては、人事委員会が

これらの基準に準ずると認めれば足りる。

別表第４（第４条関係）
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医療職群�級別職務区分表 医療職群�級別職務区分表

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

職務の級

区分

部局 職務の級区分欄の級に含まれ

る職

省略 省略

３級 知事の事務部局 省略

省略

３級 知事の事務部局 省略

西条地方局健康福祉環境部企

画課医監（３級）

省略

省略 省略

４級 知事の事務部局 省略 ４級 知事の事務部局 省略

西条地方局健康福祉環境部企

画課医監（４級）

省略 省略

５級 知事の事務部局 省略

地方局健康福祉環境部保健統

括監

地方局健康福祉環境部支局保

健統括監

省略

５級 知事の事務部局 省略

地方局健康福祉環境部保健統

括監

省略

省略 省略

別表第１２を削り、別表第１３を別表第１２とし、別表第１４を別表第１３とし、別表第１５を別表第１４とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５２
職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による給料及び管理職手当に関する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の給与に関する条例附則第１３項の規定による給料及び管理職手当に関する規則

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号。以下「条例」という。）附則第１３項の規定による給料及び管

理職手当に関し必要な事項を定めるものとする。

（職務内容を考慮して人事委員会規則で定める職員）

第２条 条例附則第１３項に規定する職務内容を考慮して人事委員会規則で定める職員は、平成２０年４月１日以後、引き続き、条例第１８条の

２第１項に規定する職にある職員であって、研究職給料表の適用を受ける職員の職務を管理し、又は監督する地位にあるものとする。

（人事委員会規則で定める額）

第３条 条例附則第１３項の人事委員会規則で定める額は、次の各号に掲げる給与の種類に応じて、当該各号に定める額とする。

� 給料 平成２０年３月３１日に受けていた給料の月額（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１０条第３項の

規定により同条第１項に規定する育児短時間勤務の承認を受けた職員及び同法第１７条の規定による短時間勤務をすることとなった職員

にあっては、その額に職員の休日、休暇並びに勤務時間等に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５６号）第１１条第１項の規定により定め

られたその者の勤務時間を同項に規定する育児短時間勤務職員等、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員以外の職員の勤務

時間で除して得た数を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）

� 管理職手当 平成２０年３月３１日に属していた研究職給料表の職務の級に引き続き属しているものとし、同日に適用を受けていた管理

職手当に関する規則（愛媛県人事委員会規則７─６８）別表第１の区分欄に掲げる区分（以下「旧区分」という。）の適用を引き続き受

けるものとした場合に受けることとなる管理職手当の月額（同日後において旧区分より低い区分の適用を受けることとなった場合にあ

ってはその適用を受ける期間に当該低い区分の適用を受けるものとした場合に受けることとなる額とし、同日後において同規則別表第

２の管理職手当欄に掲げる額に増額改定があった場合にあっては当該改定がないものとした場合に受けることとなる額とする。）

（その者の受ける給料及び管理職手当の月額その他の事情を考慮して人事委員会規則で定める職員）

第４条 条例附則第１３項に規定するその者の受ける給料及び管理職手当の月額その他の事情を考慮して人事委員会規則で定める職員は、次
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の各号に掲げる職員とする。

� その者の受ける給料の月額（条例附則第１３項の規定の適用がないものとした場合における額であって、当該額がさかのぼって改定さ

れた場合にあっては、当該改定に係る条例の施行の日以後の期間について当該改定に係る条例の規定の適用があるものとした場合にお

ける額）と管理職手当の月額（条例附則第１３項の規定の適用がないものとした場合における額であって、当該額がさかのぼって改定さ

れた場合にあっては、当該改定に係る人事委員会規則の施行の日以後の期間について当該改定に係る人事委員会規則の規定の適用があ

るものとした場合における額）との合計額が、前条第１号に定める額と同条第２号に定める額との合計額以上の額となる職員

� 平成２０年４月１日以後、降任された職員

（端数計算）

第５条 条例附則第１３項の規定による給料又は管理職手当の月額に１円未満の端数があるときは、それぞれその端数を切り捨てた額をもっ

てこれらの給与の月額とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県人事委員会規則７─１０５３
職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の給与の支給等に関する規則等の一部を改正する規則

（職員の給与の支給等に関する規則の一部改正）

第１条 職員の給与の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―０）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（端数計算）

第１６条 省略

第１６条の２ 給与の計算に際して、その額に１円未満の端数がある

ときは、別に定めるもののほか、各給与種目ごとにその端数を切

り捨てた額をもつて当該給与の額とする。

（端数計算）

第１６条 省略

（農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則の一部改正）

第２条 農林漁業普及指導手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―２２５）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

第４条 省略

（端数計算）

第４条の２ 条例第１８条の５及び前条第２項の規定による農林漁業

普及指導手当の月額に１円未満の端数があるときは、その端数を

切り捨てた額をもつて当該農林漁業普及指導手当の月額とする。

第４条 省略

（教職調整額の支給方法等に関する規則の一部改正）

第３条 教職調整額の支給方法等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７―３８９）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（ 端数計算）

第３条

特別措置

条例第３条第１項の規定による教職調整額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額をもつて当該教職調整額

とする。

（短時間勤務教育職員の教職調整額の端数計算）

第３条 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占める教育職員について、特別措置

条例第３条第１項の規定による教職調整額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた額をもつて当該職員の教職調整

額とする。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。
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�愛媛県人事委員会規則７─１０５４
職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２０年４月１日

愛媛県人事委員会委員長 稲 瀬 道 和

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則の一部を改正する規則

職員の特殊勤務手当の支給等に関する規則（愛媛県人事委員会規則７－１）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第１号（第３９条関係） 特殊勤務従事簿 様式第１号（第３９条関係） 特殊勤務従事簿

省略 省略

備考１～４ 省略

５ この様式は、次の各手当について使用すること。

� 県税事務従事職員の特殊勤務手当 � 伝染病防疫作

業従事職員の特殊勤務手当 � 特殊現場作業従事職員

の特殊勤務手当 � レントゲン技術従事職員の特殊勤

務手当 � 児童相談所、子ども療育センター、知的障害

者更生相談所及び心と体の健康センターに勤務する職員

の特殊勤務手当 � 児童自立支援施設に勤務する職員

の特殊勤務手当

� 社会福祉業務従事職員の特殊勤務手当 � 精神保

健指定医、診察立会職員及び精神障害者移送に従事する職

員の特殊勤務手当 	 職業訓練指導業務従事職員の特

殊勤務手当 
 と畜検査業務従事職員の特殊勤務手当

� 麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当 � 爆発物

取締業務従事職員の特殊勤務手当 
 漁業取締作業従

事職員の特殊勤務手当 � 家畜保健衛生所に勤務する

職員の特殊勤務手当 � 身体障害者等福祉業務従事職

員の特殊勤務手当 � 精神障害者等訪問指導業務従事

職員の特殊勤務手当 � 食鳥検査業務従事職員の特殊

勤務手当 � 特殊自動車運転作業手当

備考１～４ 省略

５ この様式は、次の各手当について使用すること。

� 県税事務従事職員の特殊勤務手当 � 伝染病防疫作

業従事職員の特殊勤務手当 � 特殊現場作業従事職員

の特殊勤務手当 � レントゲン技術従事職員の特殊勤

務手当 � 児童相談所、子ども療育センター、知的障害

者更生相談所及び心と体の健康センターに勤務する職員

の特殊勤務手当 � 児童自立支援施設に勤務する職員

の特殊勤務手当 � 県警察に勤務する職員の特殊勤務

手当（指紋を利用する犯罪鑑識作業手当、手口を利用する

犯罪鑑識作業手当、写真を利用する犯罪鑑識作業手当、理

化学の知識を利用する犯罪鑑識作業手当、法医学の知識を

利用する犯罪鑑識作業手当、銃器弾薬類の知識を利用する

犯罪鑑識作業手当、要人等の身辺警護等の作業手当、銃器

犯罪捜査作業手当、交通専務員が従事する交通の取締り、

整理及び事故処理の作業（交通取締用自動車その他特殊自

動車運転作業又はひき逃げ捜査作業を除く。）手当、夜間

特殊作業手当、潜水器具を着用して従事する潜水作業手

当、死体取扱作業手当、特殊危険物質の処理等の作業手当、

緊急業務処理作業手当及び術科指導作業手当を除く。）

� 社会福祉業務従事職員の特殊勤務手当 	 精神保

健指定医、診察立会職員及び精神障害者移送に従事する職

員の特殊勤務手当 
 職業訓練指導業務従事職員の特

殊勤務手当 � と畜検査業務従事職員の特殊勤務手当

� 麻薬取締業務従事職員の特殊勤務手当 
 爆発物

取締業務従事職員の特殊勤務手当 � 漁業取締作業従

事職員の特殊勤務手当 � 家畜保健衛生所に勤務する

職員の特殊勤務手当 � 身体障害者等福祉業務従事職

員の特殊勤務手当 � 精神障害者等訪問指導業務従事

職員の特殊勤務手当 � 食鳥検査業務従事職員の特殊

勤務手当 � 特殊自動車運転作業手当

様式第６号を次のように改める。

愛 媛 県 報平成２０年４月１日 第１９５１号

３９５
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